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R6年度の診療報酬改定等に関する大臣折衝事項（令和５年12月20日）

1

１．診療報酬 ＋０．８８％（R6年６月１日施行）
① 看護職員、病院薬剤師その他の医療関係職種（下記※に該当する者を除く）について、R6年度にベア＋2.5％、R7年度にベア＋2.0％を実施し

ていくための特例的な対応 ＋０．６１％

② 入院時の食費基準額の引上げ（１食当たり30円）の対応（うち、患者負担については、原則、１食当たり30円、低所得者については、所得区分

等に応じて10～20円） ＋０．０６％

③ 生活習慣病を中心とした管理料、処方箋料等の再編等の効率化・適正化 ▲０．２５％

④ ①～③以外の改定分 ＋０．４６％（※40歳未満の勤務医師・勤務歯科医師・薬局の勤務薬剤師、事務職員、歯科技工所等で従事す

る者の賃上げに資する措置分（＋0.28％程度）を含む）

うち各科改定率：医科＋０．５２％、 歯科＋０．５７％、 調剤＋０．１６％

２．薬価等
➀ 薬価 ▲０．９７％（R6年４月１日施行）

➁ 材料価格 ▲０．０２％（R6年６月１日施行）

※ イノベーションの更なる評価等として、革新的新薬の薬価維持、有用性系評価の充実等への対応を含む。

※ 急激な原材料費の高騰、後発医薬品等の安定的な供給確保への対応として、不採算品再算定に係る特例的な対応を含む（対象：約2000品目

程度）

※ イノベーションの更なる評価等を行うため、長期収載品の保険給付の在り方の見直しを行う。

⇒選定療養の仕組みを導入し、後発医薬品の上市後５年以上経過したもの又は後発医薬品の置換率が50％以上となったものを対象に、後発医薬品の最

高価格帯との価格差の４分の３までを保険給付の対象とする（R6年10月1日施行）

３．診療報酬・薬価等に関する制度改革事項
良質な医療を効率的に提供する体制の整備等の観点から、次の項目について、中央社会保険医療協議会での議論も踏まえて、改革を着実に進める。

・医療ＤＸの推進による医療情報の有効活用等

・調剤基本料等の適正化

加えて、医療現場で働く方にとって、R6年度に2.5％、R7年度に2.0％のベースアップへと確実につながるよう、配分方法の工夫を行う。あわせて、今回の改

定による医療従事者の賃上げの状況、食費を含む物価の動向、経営状況等について、実態を把握する。 1



R6年度診療報酬改定のポイント（賃上げ関係）

R6年度にベア＋2.5％、R７年度にベア＋2.0％の実現に向けて、

① 医療機関等の過去の実績（2023年病院団体調査における平均ベア率＋0.4％、毎月勤労統計調査

による過去10年ほどの医療業・所定内給与の平均変化率も同様の水準）をベースに、

② 今般の報酬改定による上乗せ点数（加算措置）

③ 賃上げ税制（給与等支給額が＋2.5％の場合に増加額の30％を税額控除する中小企業向けの措置な

ど）を組み合わせることにより、達成を目指す。
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《R6年度診療報酬改定での対応》
① 看護職員、病院薬剤師その他の医療関係職種について、特例的な上乗せ点数を創設（改定率＋
0.61％を活用）

② 加えて、40歳未満の勤務医師・勤務歯科医師・薬局の勤務薬剤師、事務職員、歯科技工所等で従事
する者の賃上げに資する措置（改定率＋0.28％程度を活用）

《賃上げ税制で対応》
○青色申告書を提出する中小企業者等又は従業員数1,000人以下の個人事業主

…全雇用者の給与等支給額の増加額が対前年度比＋2.5％の場合、給与等支給額の増加額の30％を税額控除など

○青色申告書を提出する全企業又は個人事業主
…継続雇用者の給与等支給額の増加額が対前年度比＋５％の場合、給与等支給額の増加額の20％を税額控除など
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令和６年度 令和７年度

令和６年度 令和７年度

Ａ

Ｂ

●点
（賃上げ＋2.3％相当）

同じ点数

令和６年度分

※一部賃金（Ａ）は令和７年
度に繰り越し

令和７年度分

※令和６年度の繰り越し
（Ｂ）を加えた更なる賃上げ
を実施

○２年間で段階で引き上げを行う配分方法

令和６年度 令和７年度

令和６年度分 令和７年度分

令和５年度

令和５年度令和５年度

繰り越し

○ 診療報酬の賃上げに係る評価（改定率＋0.61％の上乗せ措置）は、対象職種賃金2.3％相当を想定して設定（２年とも同じ点数）。

○ この点数を算定した場合の賃上げの配分方法については、次のような２つのパターンが考えられる。

診療報酬の賃上げに係る評価（改定率＋0.61％による上乗せ措置）のイメージ

【診療報酬の点数】

【医療機関における賃上げの方法】

○令和６年度にまとめて引き上げを行う配分方法
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賃上げ促進に向けた今後のスケジュール

１月12日(金) 「マイナ保険証支援金セミナー＆報酬改定のプチお知らせ
（YouTubeライブ配信）」

２月上中旬 診療報酬改定内容決定

２月上中旬～ オンライン報酬改定セミナー
（厚生労働省・日本医師会・日本歯科医師会・日本薬剤師会の共同開催）
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改定の基本的視点と具体的方向性

（参考）令和６年度診療報酬改定の基本方針の概要

（３）安心・安全で質の高い医療の推進

【具体的方向性の例】

○食材料費、光熱費をはじめとする物価高騰を踏まえた対応

○患者にとって安心・安全に医療を受けられるための体制の評価

○アウトカムにも着目した評価の推進

○重点的な対応が求められる分野への適切な評価（小児医療、周産期医療、救急医療等）

○生活習慣病の増加等に対応する効果的・効率的な疾病管理及び重症化予防の取組推進

○口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した歯科医療

の推進

○薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価、薬局・薬剤師業務の対物中心

から対人中心への転換の推進、病院薬剤師業務の評価

○薬局の経営状況等も踏まえ、地域の患者・住民のニーズに対応した機能を有する医薬品

供給拠点としての役割の評価を推進

○医薬品産業構造の転換も見据えたイノベーションの適切な評価や医薬品の安定供給の

確保等

（４）効率化・適正化を通じた医療保険制度の安定性・持続可能性の向上

【具体的方向性の例】

○後発医薬品やバイオ後続品の使用促進、長期収載品の保険給付の在り方の見直し等

○費用対効果評価制度の活用 ○市場実勢価格を踏まえた適正な評価

○医療DXの推進による医療情報の有効活用、遠隔医療の推進（再掲）

○患者の状態及び必要と考えられる医療機能に応じた入院医療の評価（再掲）

○外来医療の機能分化・強化等（再掲）

○生活習慣病の増加等に対応する効果的・効率的な疾病管理及び重症化予防の取組推進

（再掲）

○医師・病院薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用等の推進

○薬局の経営状況等も踏まえ、地域の患者・住民のニーズに対応した機能を有する医薬品

供給拠点としての役割の評価を推進（再掲）

（２）ポスト2025を見据えた地域包括ケアシステムの深化・推進や

医療DXを含めた医療機能の分化・強化、連携の推進

【具体的方向性の例】

○医療DXの推進による医療情報の有効活用、遠隔医療の推進

○生活に配慮した医療の推進など地域包括ケアシステムの深化・推進のための取組

○リハビリテーション、栄養管理及び口腔管理の連携・推進

○患者の状態及び必要と考えられる医療機能に応じた入院医療の評価

○外来医療の機能分化・強化等

○新興感染症等に対応できる地域における医療提供体制の構築に向けた取組

○かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師の機能の評価

○質の高い在宅医療・訪問看護の確保

（１）現下の雇用情勢も踏まえた人材確保・働き方改革等の推進

【重点課題】

【具体的方向性の例】

○医療従事者の人材確保や賃上げに向けた取組

○各職種がそれぞれの高い専門性を十分に発揮するための勤務環境の改善、タスク・

シェアリング／タスク・シフティング、チーム医療の推進

○業務の効率化に資する ICT の利活用の推進、その他長時間労働などの厳しい勤務

環境の改善に向けての取組の評価

○地域医療の確保及び機能分化を図る観点から、労働時間短縮の実効性担保に向けた

見直しを含め、必要な救急医療体制等の確保

○多様な働き方を踏まえた評価の拡充

○医療人材及び医療資源の偏在への対応

▶ 物価高騰・賃金上昇、経営の状況、人材確保の必要性、患者負担・保険料負担の影響を踏まえた対応

▶ 全世代型社会保障の実現や、医療・介護・障害福祉サービスの連携強化、新興感染症等への対応など医療を取り巻く課題への対応

▶ 医療DXやイノベーションの推進等による質の高い医療の実現

▶ 社会保障制度の安定性・持続可能性の確保、経済・財政との調和

改定に当たっての基本認識
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